様式第２号（第９条第２号関係）
年　　月　　日
公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事副理事長　　　　　　　様
所在地　
申請者　名　称　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印
                                                記入担当者　職・氏名　
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平成　　年度IT活用サービス創出シード支援助成金交付申請書及び誓約書
　IT活用サービス創出シード支援助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第９条第２号の規定により、下記のとおり平成　　年度IT活用サービス創出シード支援助成金（プロトタイプ検証支援助成）の交付を申請します。

　また、当社はIT活用サービス創出シード支援助成金の交付を受ける者として、以下に定める不適当な者のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
「IT活用サービス創出シード支援助成金」の交付を受ける者として不適当な者

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
記
　１　助成金を受けて実施する事業名
　２　助成事業の目的及び内容
別紙２のとおり
　３　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
（１）助成事業に要する経費　　　　　　　　　　円
（２）助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　円

　４　助成事業の内容及び助成事業に要する経費の配分
別紙２のとおり
　５　助成事業完了予定期日
　　年　　月　　日
　６　添付書類
（１）提案者の概要書（会社案内等）　１部
（２）直近３期分の決算書　１部（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書）
（３）島根県税に係る納税証明書　１部（原本又は写し）
（４）交付要綱第４条第３号のコンソーシアムとして申請する場合は、コンソーシアム協定書１部（原本又は写し）
（５）その他資料（当財団が必要とする資料）
別紙２
IT活用サービス創出シード支援助成金事業計画書
（プロトタイプ検証支援助成）

１．現在の仮説

（１）想定している顧客の概要
①顧客のプロフィール

※職種や業務・役職、年齢、家族構成、収入など顧客の特徴を記載してください。

②顧客が抱えている悩み・課題

※顧客を悩ませていること、障害となっていること、心配ごとなどを具体的に記載してください。
③顧客が実現したいこと

※顧客の任務や解決したい問題、顧客が望む結果や恩恵などを具体的に記載してください。
（２）想定しているサービス・製品の概要

①想定しているサービス・製品の内容

※想定している顧客を踏まえたサービス・製品の概要を記載してください。
②代替するサービス・製品に対する優位性

※想定しているサービス・製品について代替品を示し、それに対する優位性を記載してください。
③競合するサービス・製品に対する優位性

※想定しているサービス・製品について競合品を示し、それに対する優位性を記載してください。
（３）想定される市場の規模・成長性
２．プロトタイプ検証事業の実施計画
（１）作成するプロトタイプの概要
（２）今回実施する検証の内容
３．想定されるシステム開発に係る技術的課題
４．収支予算

　ア　収入内訳
	区分
	金　　　額　（円）
	資 金 の 調 達 先
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


　イ　支出内訳
	経費区分
	内　訳
	数 量
	単価(円)
	助成事業に

要する経費
	助成対象
経　　費
	助　成　金

交付申請額
	備 考
	

	
	
	
	
	
	
	
	　　　　　
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	　　　　　
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	
	合 計
	
	
	
	
	
	
	


（注）
(1)「ア　収入内訳」と「イ　支出内訳」の合計が一致するよう記入すること。
(2)「経費区分」とは、交付要綱第８条の「交付の対象となる経費」に掲げるものをいう。
(3)「内訳」とは、例えば人件費であれば、複数人が本事業に直接関与する場合は、それぞれについて記載するといった各経費区分での詳細をいう。
(4)「助成事業に要する経費」とは事業を遂行するために必要な経費をいい、数量×単価と一致する。
(5)「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうち、助成対象となる経費をいう。
(6)「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」に助成金交付率を乗じた額のうち助成金の交付を希望する額をいう。

(7)人件費の額の算定は、業務に直接関与する者（以下「従事者」という。）について、時間給単価に直接従事時間数を乗じた額とする。人件費の額の算定にあたっては、原則として以下のとおり取り扱う。

・人件費の対象となるもの

基本給、賞与

・人件費の対象とならないもの

家族手当、住居手当、通勤手当、管理職手当（技能職に対する手当てを含む）、時間外勤務手当、法定福利費（事業主負担分）、退職金、福利厚生要素のある食事手当等

・従事者に係る人件費の一時間当たりの単価（以下「時間給」という。）は、従事者ごとに、当該事業を実施する会計年度における年間支払人件費の総額を年間労働時間数で除したもの。

・年間支払人件費の総額とは、上記「人件費の対象となるもの」のうち、時間外勤務手当を除いたもの。

・労働時間数とは、申請者における就業規則等に定められた所定内労働時間。

・時間給については、当該会計年度に先立つ１年間の平均人件費を基礎として、給与の改定に対する予想などをして決定した予定時間給を使用することが可能。ただしこの場合、会計年度が終了したときには、改めて積算した時間給によって精算。

・直接従事時間数とは、従事者が当該事業に直接従事した時間のほか、当該事業に必要な出張における移動時間を対象とする。

・直接従事時間数には、「就業規則等に定められた所定内労働時間」外の労働時間も対象とする。この場合、時間給単価に直接従事時間数を乗じる場合、割増賃金率を考慮したものとする。

